
定住自立圏等形成に向けた地域経営推進事業

地方における人口流出が深刻化する中、中心市と周辺市町村が役割分担して生活に必要な機能を確保する定住
自立圏構想の実現にあたり、周辺市町村が効果的かつ効率的に生活機能を提供する必要があることに鑑み、周
辺市町村等の中心集落の機能強化等により生活サービスの維持を図るモデル事業を実施する。

中心市

中心集落

基礎集落

周辺市町村

生活機能の集約化 中継機能の強化

H21予算額 1.2億円(新規)

周辺市町村等において効果的・効率的に生活サービス
を提供するため、中心集落への生活機能の集約化を図
り、中心集落への交通手段の確保等と組み合わせた社
会実験を行う。

店舗等

中心集落 基礎集落

診療所スーパー

郵便局

旧道

旧道沿いの郵便局機能の一部
を商業施設等が立地する国道沿
いの空き店舗に移転するとともに、
旧道を走るバスルートを一時的に
国道ルートに変更。

集落外にある直販所等を中心集
落の空き店舗に移転するとともに、
周辺の生産者へ直接出向いて生
産物を集荷するサービス等を試行
的に実施。

住民が中心市まで行かなくても生活サービスを利用でき
るよう、中心市で提供されているサービスの一部を中心
集落で提供するなど中継機能の強化を図り、交通手段の
確保等と組み合わせた社会実験を行う。

病院
（中心市）

診療所
（中心集落）

地域住民

中心集落の診療所で定期検査を
受診できるよう遠隔医療システム
を試験的に導入するとともに、診
療所への送迎を試験的に実施。

遠隔医療 検査

定期検査に行く必要なくなる

図書館
（中心市）

公民館
（中心集落）

地域住民

中心市の図書館の本を周辺市
町村でも借りられるよう中心集落
の公民館等に図書検索・受付シス
テムを試験的に導入し、住民への
サービスを提供。

図書貸出

図書館まで出向く必要なくなる

国道

全国から事業内容の提案を募集し、先導的な案件を選定（10～20件程度）
○対象地域
定住自立圏を構成する周辺市町村等※の中心集落

○委託先
市町村、地域協議会（市町村及び民間事業者等により構成。市町村が代表

になっているものに限る。）

※中心市と周辺市町村の間の協定が締結されていなくても、定住自立圏形成に向けた取り組みを行っている周辺市町村は対象と
する。また、中心市が平成１１年度以降に合併している場合は、合併前の市町村のうち人口が最大の市町村を中心市、その他の
市町村は周辺市町村とする。


